それでは、新公益法人制度への移行について、お話をさせていただきます。

　皆さんも、すでに業界紙等で、ご覧になったことと思いますが、従来の公益法人制度に代わって、平成20年12月1日に新制度が施工され、新制度のもとでの公益・一般法人への移行が必要となりました。

　この図にありますように、一般社団・財団法人については、法人法の要件を満たせば、登記のみで、設立可能であり、公益法人・財団法人については、下にありますような公益認定委員会を経て、一般社団・財団法人のうち、選定法の基準を満たしている法人を、行政庁が認定するものであります。

　そして、公益法人を申請したけれども、不認定となった場合には、再申請して、一般法人を認可されることもあります。
　そして、この移行する期間は平成25年11月30日までに行わなければならず、申請して、移行期間後に不認定・不認可になった場合は、解散しなければなりません。この点をまず覚えておいてほしいと思います。

　次に、公益法人と一般法人との違いですが、この真ん中の枠にある点、とくに一般法人のほうの公益目的支出計画、公益目的財産額、実施事業など、ということを覚えておいてください。

　移行に向けては、理事・及び監事、理事会、社員総会（定款では会員というように明記しますが、）についての検討を行い、それぞれ、法人法上の権限と責任を検討し、その役割に応じた行動が必要になります。そして、たとえば、あとで触れますが、理事の中の代表理事、すなわち会長のことですが、新法人移行に際し、改めて選任、解任の行為が必要になることもあります。というわけで、新法人のガバナンス、すなわち新法人に合った形で、会を執行するための定款の変更が必要になります。これが、一番大事な仕事で、すでに内閣府からモデル定款が出ていますし、現理事会では、定款改正準備委員会で、モデル定款をもとにして、たたき台は、出来上がっております。定款についても、公益を取るか、一般を取るかで、違いがあるのですが、とりあえず一般のほうで、作りました。

設計すなわち、理事や会員の在り方にすいてのことですが、それと事業の内容や財務について同時に行っていくことになります。

　それでは、次に一般法人と公益法人の大まかな違いについて述べさせていただきます。

　おおざっぱにいいますと、公益法人については、①公益目的事業（公に利益をもたらす事業ことになりますが）この比率が５０％以上であること、②収支相償

③遊休財産規制などの条件を満たしている法人ということになりますし、一般法人は、純資産をもとに算定する公益目的財産額（岩歯の場合は、入会金ということになりますが、）この額に相当するものを公益を目的とする支出に使うというのが、一番の条件となります。

税制面で言うと、公益の場合は、法人税、寄付税などに対しての優遇税制があり、一般の場合でも、共益目的を活動の主とする場合には、優遇税制があります。
　
　
